
会計区分

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 136,565,190 固定負債 27,098,481
有形固定資産 111,430,063 地方債 23,406,682

事業用資産 71,493,690 長期未払金  -
土地 36,882,210 退職手当引当金 3,691,799
立木竹 893,459 損失補償等引当金  -
建物 72,567,543 その他  -
建物減価償却累計額 △ 41,340,177 流動負債 3,885,591
工作物 3,941,972 1年内償還予定地方債 2,881,952
工作物減価償却累計額 △ 1,675,064 未払金  -
船舶  - 未払費用  -
船舶減価償却累計額  - 前受金  -
浮標等  - 前受収益  -
浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 409,380
航空機  - 預り金 594,259
航空機減価償却累計額  - その他  -
その他 4,235 負債合計 30,984,073
その他減価償却累計額 △ 284 【純資産の部】
建設仮勘定 219,796 固定資産等形成分 144,052,290

インフラ資産 36,633,045 余剰分（不足分） △ 23,803,159
土地 3,085,538
建物 2,348,792
建物減価償却累計額 △ 748,898
工作物 68,905,718
工作物減価償却累計額 △ 39,535,242
その他  -
その他減価償却累計額  -
建設仮勘定 2,577,137

物品 8,146,620
物品減価償却累計額 △ 4,843,292

無形固定資産 27,845
ソフトウェア 12,294
その他 15,550

投資その他の資産 25,107,283
投資及び出資金 7,463,377

有価証券 87,403
出資金 1,154,160
その他 6,221,814

投資損失引当金  -
長期延滞債権 505,554
長期貸付金 747,724
基金 16,401,863

減債基金  -
その他 16,401,863

その他  -
徴収不能引当金 △ 11,235

流動資産 14,668,013
現金預金 6,961,339
未収金 224,565
短期貸付金  -
基金 7,487,099

財政調整基金 5,114,475
減債基金 2,372,624

棚卸資産  -
その他  -
徴収不能引当金 △ 4,991 純資産合計 120,249,131

資産合計 151,233,203 負債及び純資産合計 151,233,203

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
   （令和  5  年  3  月  31  日 現在）



 自　令和  4  年  4  月  1  日
 至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 40,778,418
業務費用 25,818,070

人件費 6,232,001
職員給与費 5,184,495
賞与等引当金繰入額 409,380
退職手当引当金繰入額  -
その他 638,127

物件費等 19,170,221
物件費 11,481,383
維持補修費 3,509,900
減価償却費 4,178,937
その他  -

その他の業務費用 415,848
支払利息 111,937
徴収不能引当金繰入額 14,529
その他 289,382

移転費用 14,960,348
補助金等 8,870,522
社会保障給付 3,316,161
他会計への繰出金 2,706,787
その他 66,878

経常収益 1,796,316
使用料及び手数料 375,770
その他 1,420,547

純経常行政コスト 38,982,102
臨時損失 2,266,530

災害復旧事業費 2,169,550
資産除売却損 3,816
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他 93,163

臨時利益 98,069
資産売却益 43,810
その他 54,259

純行政コスト 41,150,563

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書



               自　令和  4  年  4  月  1  日
               至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分

（単位：千円）
科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 122,162,420 146,284,410 △ 24,121,990

純行政コスト（△） △ 41,150,563 △ 41,150,563

財源 39,364,106 39,364,106

税収等 24,589,920 24,589,920

国県等補助金 14,774,186 14,774,186

本年度差額 △ 1,786,457 △ 1,786,457

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,105,288 2,105,288

有形固定資産等の増加 2,203,220 △ 2,203,220

有形固定資産等の減少 △ 4,266,009 4,266,009

貸付金・基金等の増加 6,592,211 △ 6,592,211

貸付金・基金等の減少 △ 6,634,711 6,634,711

資産評価差額 47,300 47,300

無償所管換等 △ 174,133 △ 174,133

その他  -  -  -

本年度純資産変動額 △ 1,913,290 △ 2,232,120 318,831

本年度末純資産残高 120,249,131 144,052,290 △ 23,803,159

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書



 自　令和  4  年  4  月  1  日
 至　令和  5  年  3  月  31  日

会計区分
（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 36,558,615

業務費用支出 21,598,267
人件費支出 6,205,664
物件費等支出 14,991,284
支払利息支出 111,937
その他の支出 289,382

移転費用支出 14,960,348
補助金等支出 8,870,522
社会保障給付支出 3,316,161
他会計への繰出支出 2,706,787
その他の支出 66,878

業務収入 38,227,028
税収等収入 24,557,364
国県等補助金収入 11,987,473
使用料及び手数料収入 365,337
その他の収入 1,316,853

臨時支出 2,169,550
災害復旧事業費支出 2,169,550
その他の支出  -

臨時収入 1,891,584
業務活動収支 1,390,447
【投資活動収支】

投資活動支出 8,537,345
公共施設等整備費支出 2,119,965
基金積立金支出 5,711,540
投資及び出資金支出 243,650
貸付金支出 462,190
その他の支出  -

投資活動収入 7,390,819
国県等補助金収入 895,128
基金取崩収入 6,035,476
貸付金元金回収収入 416,405
資産売却収入 43,810
その他の収入  -

投資活動収支 △ 1,146,526
【財務活動収支】

財務活動支出 2,923,283
地方債償還支出 2,923,283
その他の支出  -

財務活動収入 2,360,288
地方債発行収入 2,360,288
その他の収入  -

財務活動収支 △ 562,995
△ 319,074
6,686,153
6,367,080

前年度末歳計外現金残高 559,801
本年度歳計外現金増減額 34,458
本年度末歳計外現金残高 594,259
本年度末現金預金残高 6,961,339

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高



１．重要な会計方針
重要な会計方針はありません。

２．重要な会計方針の変更等
重要な会計方針の変更等はありません。

３．重要な後発事象
重要な後発事象はありません。

４．偶発債務
偶発債務はありません。

５．追加情報
追加情報はありません。
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一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価 

  ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

  取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産・・・・・・取得原価 

 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  最終仕入原価法による低価法 

 

（４） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物（附属設備含む） 8 年 ～ 50 年 

工作物 7 年 ～ 60 年 

物品 3 年 ～ 50 年 
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② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及

びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価    

額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

    未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

    長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

    長期貸付金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 

③ 退職手当引当金 

期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上しています。 

④ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６） リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額

が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
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なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

（８） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

    税込方式によっています。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

    物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

    ソフトウェアについても物品同様の取扱いに準じています。 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

    資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

２ 偶発債務 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当無し。 

 

３ 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

育英資金貸付特別会計 

亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計 

② 一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理

期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

④ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおり 

です。 

実質赤字比率 － 

連結実質赤字比率 － 

実質公債費比率 8.7％ 

将来負担比率 － 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  無し 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額   963,177 千円 
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（２） 貸借対照表に係る事項 

① 減債基金に係る積立不足額 無し 

② 基金借入金（繰替運用）残高 無し 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額

に含まれることが見込まれる金額  26,179,921 千円 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとお

りです。 

標準財政規模 18,553,716 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 105,175 千円 

将来負担額 38,697,143 千円 

充当可能基金額 23,893,082 千円 

特定財源見込額 1,297,673 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 26,179,921 千円 

⑤ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

無し 

 

（３） 純資産変動計算書に係る事項 

   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

   固定資産の額に流動資産における短期貸付金および基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４） 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支   31,922 千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書（一般会計） 56,492,730 千円 50,134,596 千円 

歳入決算書に含まれる繰越金（一般会計） △ 6,680,878 千円  - 

育英資金貸付特別会計繰入金（一般会計）  -  - 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 57,908 千円 54,239 千円 

 （うち一般会計繰入金） △ 42 千円 △ 42 千円 

資金収支計算書 49,869,718 千円 50,188,793 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、

資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は

一部の特別会計（育英資金貸付特別会計、亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計）の分（一般会
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計繰入金を除く）だけ相違します。また、整理仕訳として会計間振替を行った金額分についても相違が

生じます。 

 繰越金に伴う差額 

 資金収支計算書は、前年度からの繰越金歳入を含まないため、当該金額分について歳入歳出決算

書と相違が生じます。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支 1,390,447 千円 

投資活動収支の国県等補助金収入 895,128 千円 

未収債権、未払債務等の増加（減少） △ 8,308,593 千円 

減価償却費 4,178,937 千円 

賞与等引当金増減額 △ 27,040 千円 

退職手当引当金増減額 54,259 千円 

徴収不能引当金増減額 △ 9,589 千円 

資産除売却損益 39,993 千円 

純資産変動計算書の本年度差額 △ 1,786,458 千円 

 

④ 一時借入金 

一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。  

一時借入金の限度額 3,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額 - 

⑤ 重要な非資金取引 

該当無し。 


